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山形県の学校における防災教育の実態と課題
村 山 良 之1)
2008年に山形県内の学校を対象に実施した防災教育に関するアンケート調査結果について検討
し,その実態と課題について明らかにする｡そしてそれらをふまえて,学校における防災教育の
幅広い実践およびその改善に資することを目指す｡
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1.はじめに
日本では,1995年阪神 ･淡路大震災をはじめその後
も立て続けに地震等の自然災害が発生し,実効性の高
い防災が求められている｡ハードによる対策の財政
的 ･技術的限界の認識を背景として住民や住民組織に
よる防災の必要性が叫ばれながら,一方では災害科学
や防災技術の成果が一般市民に伝わらず適切な防災行
動を誘導できていないこと等から,防災教育が大きな
テーマとして浮かび上がっている (矢守,2006;鈴
木,2007;岡本,2007)｡そして実際に,様々な防災
教育の取り組みが行われてきている｡
学校教育においても先進的な実践事例が重ねられ,
様々な媒体で紹介されてきている｡しかし学校現場の
防災教育の全体状況を把握するための実態調査は必ず
しも多くない｡先行事例として,石揮 ･翠川 (2001),
東京学芸大学養護教育講座渡過研究室 (2006),静岡県
教育委員会教育総務課 (2008),川村 (2008)岩手県立
大学総合政策学部牛山研究室 ･岩手県大船渡地方振興
局 (2008)等を挙げることができる｡これらは,横浜
市,東京都,静岡県,仙台市,岩手県といったいずれ
も大きな地震あるいは津波災害を経験またはその切迫
性が高いとされる地域を対象とする実態調査といえ
る｡これらの調査結果については,本調査結果の考察
において参照することとする｡
一方,山形県については,山形県教育委員会による
学校安全の現況についての調査があるが (山形県教育
委員会,2007),防犯等が主体となっており,防災教育
について踏み込んだ実態調査は未だなされていないと
判断される｡
本稿は,アンケート調査をもとに,山形県内の学校
1)山形大学地域教育文化学部地域教育学科
における防災教育の実態を明らかにし,その結果から
課題を抽出して,学校における防災教育の幅広い実践
とその改善に資することを目的とするものである｡
ここで対象とする山形県は,1964年新潟地震,1967
年羽越豪雨災害等による大きな被害があったものの,
その後は少なくとも大規模な自然災害は免れてきた｡
たとえば,1978年宮城県沖地震,1983年日本海中部地
震.2003年宮城県沖の地震,同年宮城県北部の地震,
2004年新潟県中越地震,2007年新潟県中越沖地震,
2008年岩手宮城内陸地震1)はいずれも,隣接する宮城
県,秋田県,新潟県に多大の被害をもたらしたが,山
形県内には甚大な被害を及ぼさなかった｡多くの山形
県民は,近年頻繁に地震災害を経験している県に隣接
しながら自然災害の経験に乏しく,また隣接の宮城県
のように大地震が切迫しているとの認識もないと思わ
れる｡以下では,そのような山形県内の学校における
防災教育について検討することになる｡
2.アンケート調査の概要
アンケート調査は,各学校の防災担当者に対し,防
災教育の実施状況,対象災害,研修,実施に関する課
題等について,一部防犯も含めて尋ねるものである｡
ここでは,便宜上 ｢避難訓練｣と ｢それ以外の防災教
育｣を分け,さらに後者を ｢教科教育 (総合的な学習
以外)｣と ｢総合的な学習および特別活動等｣に分け
た.アンケート票は本稿の末尾に示すとおりである｡
なお,本論および筆者も関わった川村 (2008)のアン
ケート票の設計において,先述した先行事例の一部を
参考にした｡
調査対象は,山形県内のほぼ全ての小学校,中学校,
高等学校である｡ただし国立と私立の小中学校および
各種分校,特別支援学校は対象から除外した｡公立小
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中学校は各市町村教育委員会経由,県立高等学校は県
教育委員会経由,市立 ･私立高等学校は直接郵送で配
布し,回収は全て直接郵送とした｡配布･回収状況は,
表1のとおりである｡調査期間は,2008年1月で同月
末を締切として設定したが,実際には3月まで返送が
続いた｡
以下では,校種とのクロス集計結果をもとに検討す
る｡なお,校種不明の回収が18校あるが,表1の回収
数および以下の分析からは除いた｡
表 1 アンケートの配布 ･回収状況
配布 回収.同率
小学校 331 238 71.9
中学校 126 81 64.3
高等学校 65 54 83.1
3.アンケート結果と考察
(1)避難訓練
避難訓練は,全ての学校で実施されており,とくに
小学校のほとんどが年4回以上,中学校でも3回以上
実施されている (表2)｡ただし,高等学校だけは,2
回以下のところがほとんどである｡
避難訓練では,ほぼ全ての学校で地震と火災を想定
しており,他に小学校のほとんどと中学校の約2/3
が不審者侵入を想定している (表3)0
また,その内容をみると (表4),避難誘導,情報伝
達以外では,消防署や地域等との連携,講話が多くの
学校で実施されており,他に,ほとんどの高等学校で
初期消火訓練に取り組んでいることがわかる｡逆に,
地震体験車,スモークハウスを利用する学校は,とも
に2割にも満たず,とくに中学校での利用が少ない｡
さらに,避難所支援活動はほとんど訓練されていない
ことが明らかになった｡
表2 避難訓練の実施回数
Q1.避難訓練は年に何回行っていますか 小 中 高 計
0回 31.5 0.0 01 46 17
2回 0.4 8.6 63.0 ll.3 42
3回 14.7 85.2 1.9 28.2 105
4回 45.8 4.9 3.7 30.8 115
5回以上 39.1 24.9 93
NA 1.2 0.3 1
最下行と右端列以外は%
表3 避難訓練の想定対象
Q1_2.何を想定した避難訓練を行っていますか 小 中 高 計
地震 99.6 97.5 79.6 96.2 359
津波 3.8 1.9 2.7 10
洪水 0.4 0.3 1
土砂崩れ 0.0 0
雷雨
火災 100.0 98.8 100.0 99.7 372
不審者侵入 84.0 65.4 16.7 70.2 262
その他 9.7 2.5 1.9 7.0 26
複数回答.最下行と右端列以外は%
その他:積雪等(大雪.吹雪を含む)全校種計16
表4 避難訓練の内容
Q1ー3.避難訓練ではどのような内容を行っていますか 小 中 高 計
避難誘導 100.0 100.0 98.1 99.7 372
初期消火 46.6 37.0 90.7 50.9 190
情報伝達 71.0 70.4 61.1 69.4 259
保護者への引渡し 2.5 1.6 6
消防署や地域等と連携 61.3 56.8 92.6 64.9 242
地震についての講話 56.3 50.6 46.3 53.6 200
地震体験車体験 21.8 9.9 24.1 19.6 73
スモークハウス体験 15.5 7.4 16.7 13.9 52
避難所支援活動 1.9 0.3 1
応急処置の技能 5.0 7.4 13.0 6.7 25
その他 10.1 9.9 9.3 9.9 37
複数回答.最下行と右端列以外は%
その他:不審者対応等 全校種計20
(2)教職員の研修等
防災教育に関する教職員の研修は,約1/3の学校
で実施されているが,小学校,中学校,高等学校と実施
比率は低下し,高等学校では1/4に満たない(表5)0
しかも,その研修では,地震以外の自然災害はほと
んど想定されておらず,おそらく地震火災を含む火災
とともに不審者対応や防犯がもっとも多い (表6)0
日本体育 ･学校保険センター ｢教職員のための防災
事典｣と山形県教育委員会 ｢学校安全マニュアル (一
般編 ･防災編)｣の利用状況は,それぞれ表7,表8の
とおりであり,前者に比べて後者が多くの学校で利用
されていることがわかる｡
文部科学省と山形県教育委員会が共催した ｢子ども
のいのちを守る｣学校安全指導者研修会への教職員派
遣状況をみると,小学校と中学校では半数近くの学校
が既に派遣したのに対して,高等学校では3割にも満
たない (表9)0
教職員研修の必要性については (表10),表6にある
既実施想定災害よりも幅広い災害について指摘されて
いるが,火災と地震,そして防犯が多く指摘されてい
ることは表6と共通する｡とくに小学校においては,
地震を含むあらゆる自然災害よりも防犯が切実に捉え
られていることがわかる｡
山形大学教職 ･教育実践研究 4,83-92,200985
表5 教職員の防災教育研修
Q2.貴校では教職員向けに防災教育の研修を行っていますか 小 中 高 計
学校独自に行っている 41.2 33.3 22.2 36.7 137
行っていない 58.4 64.2 77.8 62.5 233
NA 0.4 2.5 0.8 3
最下行と右端列以外は%
表6 教職員研修で想定の災害
Q2_2.何の災害を想定した研修を行っていますか 小 中 高 計
地震 26.5 51.9 16.7201 30.7 42
津波 0.0 0
洪水 1.5 2
土砂崩れ 0.0 0
雷雨 1
火災 39.8 77.8 58.3 48.9 67
その他 68.4 33.3 41.7 59.1 81
(うち不審者対応.防犯等) 59.2 18.5 25.0 48.2 66
Q2で学校独自に研修を行っているとした学校に対する設問,複数回答.
最下行と右端列以外は%
表7 ｢教職員のための防災事典｣利用状況
Q3 日本体育.学校健康センター｢教職員のための防災事典｣につ 小 中 高 計
活用している 9.2 4.9 7.4 8.0 30
配備されているが活用していない 16.0 22.2 13ー0 16.9 63
配備されていない 35.7 33.3 24_1 33.5 125
初めて聞いた 34.9 25.9 50.0 35.1 131
NA 4.2 13.6 5.6 6.4 24
最下行と右端列以外は%
表8 ｢学校安全マニュアル｣利用状況
04.山形県教育委員会｢学校安全マニュアル(一般編.防災編)｣について 小 中 高 計
活用している 75.2 61.7 63.0 70.5 263
配備されているが活用していなし 20.6 24.7 22.2 21.7 81
配備されていない 0.8 7.4 1.9 2.4 9
初めて聞いた 1.3 3.7 5.6 2.4 9
NA 2.1 2.5 7.4 2.9 ll
計 238 81 54 100.0 373
見下行と右端列以外は%
表9 学校安全指導者研修会への派遣状況
Q5.｢子どものいのちを守る｣学校安全指導者研修 小 中 高 計
平成18年度に派遣 29.4 25.9 11.1 26.0 97
平成19年度に派遣 19.7 22.2 16.7 19.8 74
いずれも派遣していない 55.9 55.6 64.8 57.1 213
初めて聞いた 0.8 2.5 9.3 2.4 9
回答総数 238 81 54 100.0 373
複数回答.最下行と右端列以外は%
表10 教職員研修で必要な想定災害
Q6.どの災害を想定した安全.防災教育の教職員研修が必要だと思いますか 小 中 高 計
地震 81.1 85.2 87.0 82.8 309
津波 4.2 3.7 1.9 3.8 14
洪水 10.9 4.9 3.7 8.6 32
土砂崩れ 9.2 8.6 3.7 8.3 31
雷雨 15.1 8.6 7.4 12.6 47
火災 76.5 74.1 83.3 76.9 287
防犯 88.2 77.8 66.7 82.8 309
必要ない 0.4 0.3 1
その他 8.4 2.5 3.7 6.4 24
複数回答,最下行と右端列以外は%
その他:不審者対応等 全校種計14
(3)防災教育の実施状況
防災教育の実施率は,全体で8割に上るが,校種に
よって大きく異なる｡防災教育を実施していないとす
る学校は,小学校で8%にとどまるのに対して,中学
校で1/3近く,高等学校では1/2を超える (義ll)｡
様々な工夫が可能な総合的な学習や特別活動等におけ
る防災教育については,小学校のほとんどで実施され
ているのに対して,中学校では約1/2,高等学校では
約 1/3である｡中学校では総合的な学習以外の教科
教育で実施しているものが他よりも多く,約 1/3に
上る｡
総合的な学習以外の教科教育で実施する学校につい
て,その教科を尋ねると (表12),小学校では社会科と
理科,中学校では理科と保健体育が多い｡
さらに,そこで取り上げられた災害は,小学校の理
科では地震と洪水,中学校の理科では地震と津波 2),
小学校の社会科では火災と地震,中学校の保健体育で
は地震と火災が比較的多い (表13)｡
総合的な学習や特別活動における防災教育の内容を
みると (表14),小学校では副読本の利用が多く3),吹
いで消防等の学外講師による講話が多い｡学外講師は
中学校と高等学校でも比較的多い｡高等学校では,応
急処置について教える学校が比較的多いといえる｡
一方,地震体験車とスモークハウス体験は,槙種合
計でそれぞれ約2割と1割にとどまり,防災マップづ
くりも1割弱で,高等学校では実施校はない｡まち歩
きはこれよりさらに少なく,実施は小学校のみであ
る｡
さらに,それらの実施時間数は (表15),校種合計で
約2/3が3時間以内にとどまり,比較的長い小学校
でも3時間以内が約6割,中学校と高等学校ではそれ
ぞれ約7割と約8割である｡一方で,10時間を超える
実践を行っているものが,小学校で6校,中学校と高
等学校で各1校認められる｡
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表11 防災教育の実施率
Q7.防災教育を行っていますか 小 中 高 計
教科教育で 17.2 35.8 14,8 20.9 72
総合的な学習で 2.9 12.3 3.7 5.1 21
特別活動等で 84.5 38.3 29.6 66.5 134
行っていない 8.0 30.9 57.4 20.1 108
複数回答,最下行と右端列以外は%
表12 防災教育を行っている教科(総合的な学習以外)
Q7_2.何の教科で行っていますか 小 中 高 計
理科 19 22 2 43
社会科 25 8 2 35
生活科 5 5
家庭科 1 4 1 6
保健体育 3 12 4 19
道徳 5 1 6
その他 2 2 4
Q7で教科教育で防災教育を行っているとした学校に対する設問.複数回答
表13 防災教育の教科と対象災害
Q7_3.何の災害を対象として取り上げていますか 小.理科 中.理科 小.社会 中.保体
地震 16 20 ll 8
津波 4 16 2 4
洪水 10 4 7 2
土砂崩れ 9 8 322 3
雷雨 1 4 3
火災 2 4 8
その他 1 2 1 1
Q7で教科教育で防災教育を行っているとした学校に対する設問,複数回答
表14 総合的な学習や特別活動等での
防災教育の内容や方法
Q7_4.総合的な学習や特別活動の時 小 中 高 計間では,どのような内容や方法で
行っていますか
地域の自然環境や災害の学習 46 5 51
副読本を使った指導 115 2 117
視聴覚教材を使った指導 50 9 1 60
模型教材を使った指導 1 1
消防等の学外講師による指導 88 21 13 122
まち歩き 18 18
防災マップづくり 19 5 24
地震体験車体験 48 8 5 61
スモークハウス体験 23 1 210 10 8 26
避難所宿泊体験 0
応急処置の技能 8
ボランティア活動について 3 6 2 ll
災害時の心の理解.ケア 8 3 1 12
その他 14 4 2 20
Q7で総合的な学習や特別活動等で防災教育を行っているとした学校に対する股間.枚数回答
表15 総合的な学習や特別活動等での
防災教育の実施時数
Q7_4.その合計時間は 小 中 高 計
1時間以内 24 7 3 34
～2時間 36 9 6 51
～3時間 32 6 2 40
～5時間 38 5 1 44
～10時間 16 2 1 19
～15時間 3 1 4
～30時間 3 1 4
NA 56 11 4 71
計(NA含む) 208 41 18 267
計(NA以外) 152 30 14 196
Q7で総合的な学習や特別活動等で防災教育を行っているとした学校に対する設問
(4)防災教育の課題
防災教育を実施していない学校に対してその理由を
尋ねると (表16),時間を取れないことが全ての校種で
6割以上指摘されている｡この他に,適切な教材がな
いことやカリキュラムでの位置づけを問題視するもの
が比較的多い｡
さらに,防災教育の (全般的)課題を直接問うと
(表17),上と同様に,時間が取れないことが全校種計
で1/2以上指摘されているのに加えて,教職員の研
修不足と適切な教材がないことがそれぞれ約1/3,1/
4弱で指摘されている｡とくに高等学校では,教材と
指導方法について指摘する割合が高い｡
表16 防災教育を実施していない理由
Q7_6.防災教育を行っていない理由 小 中 高 計
何の時間でやるべきか不明 10.5 8.0 22.6 14.7 45
マニュアルがない 5.3 8.0 3.2 5.3 17
適切な教材がない 15.8 20.0 12.9 16.0 49
指導する分掌がない 10.5 9.7 6.7 16
学校でやるべきか不明 4.0 3.2 2.7 10
時間を十分に取れない 63.2 68.0 61.3 64.0 193
災害は切迫していない 8.042.1 24 22.6 2.7 ll
防犯の方が大事 0.0 0
その他 280 75
Q7で防災教育を行っていないとした学校に対する設問,複数回等.最下行と右端列以外は%
表17 防災教育実施の課題
Q8.防災教育を実施するにあたって課題だと思われることはなんですか 小 中 高 計 計
適切な教材がない 21.4 18.5 35.2 22.8 76
防災教育の時間を十分に取れない 46.2 64.2 63.0 52.5 180
指導方法がよくわからない 12.6 21.0 29.6 16.9 68
教職員間の共通理解ができていない 3.8 9.9 5.6 5.4 21
教職員の研修がない.少ない 31.9 37.0 29.6 32.7 99
地域から協力を得るのが難しい 3.8 3.7 3.2 7
特に課題はない 21.4 13.6 11.1 18.2 43
その他 8.4 2.5 5.6 6.7 15
回答総数 238 81 54 373 373
複数回答.最下行と右端列以外は%
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(5)結果の考察
以上から,山形県内の学校における防災教育は盛ん
であるとは言い難い状況にあると判断できる｡避難訓
練や防災教育の実施率は決して低くはないが,その内
容をみると,児童生徒の体験や活動を含むものが少な
く,それに費やされた時間も全体に少ないことが明ら
かである｡先行調査事例とくに静岡県の調査結果 (静
岡県教育委員会教育総務課,2008)と比べて,その差
が明瞭であるとことがわかる｡このことは,有効な防
災教育のために近年広く支持されているリスク･コ
ミュニケーションの考え方 (吉川,1999;National
ResearchCouncil,1989等)に基づ く防災 ワー ク
ショップといった取り組みが,山形県内ではほとんど
なされていないことを強く示唆する｡
そして,とくに小学校を中心に,自然災害と同等か
それ以上に不審者対応等を含む防犯が切実なものとし
て捉えられている｡アンケート票最後に設定した自由
記入欄でも,複数の小学校で防犯への取り組みを紹介
していただいた｡その一方で,防災に関する記載はほ
とんどない｡岩手県における実態調査結果でも,自然
災害や防災は (津波災害以外は),学校教育における重
要度は決して高くないことが示されている (岩手県立
大学総合政策学部牛山研究室 ･岩手県大船渡地方振興
局,2008)4)｡
これは,山形県内では,近年災害経験がない (少な
い)ことや,自然災害が切迫した状況と思われていな
いことが背景と考えられる｡ほぼ同じ設問の仙台市の
調査結果 (川村,2008)と比較すると,防災教育につ
いて ｢とくに課題はない｣とする学校の比率が高いこ
とからも,これが裏付けられると考える｡
一方で,先行調査事例と共通した結果も得られた｡
とくに,防災教育にあてる時間の確保が難しいと指摘
した学校の割合は,仙台市 (上記)および東京都の調
査結果 (東京学芸大学養護教育講座渡過研究室,2006)
と同様に高く,その数値はこれらよりもさらに高い｡
同様に,適切な教材や教職員の研修への要望も強い｡
横浜市の中学校対象の調査においても (石揮 ･翠川,
2001),防災学習として一貫性のある教材の不足が指
摘されている｡
以上を要するに,山形県の学校においては積極的に
防災教育が実施されてはいないが,それは学校現場が
その必要性を認識していないというよりは,主として
時間確保の困難や教材 ･教育プログラムの不備 (の認
請)等によるものと判断できる｡学校現場が現状より
も幅広い災害を対象とした教職員研修を求めているこ
とも,これを支持すると考えられる｡自由記入欄で
も,防災教育必要性は認識しているが時間が取れない
ことを,あらためて指摘した学校もあった5)0
山形県内では災害経験がない (少ない)ことやとく
に小学校では防災より防犯の方が切実と認識されてい
るのも事実であり,それをふまえた上で,学校教育現
場で実現可能な防災教育プログラムの提示やそのため
の教職員等を対象とするリスク ･コミュニケーション
も必要と考えられる｡
4.おわりに 一防災教育の進展にむけて-
文部科学省は,2007年度に研究開発局長の私的諮問
機関 ｢防災教育支援に関する懇談会｣を設置し,その
中間とりまとめを発表した｡そこでは,防災教育支援
モデル地域事業による実践的防災教育プログラムの開
栄,防災教育支援窓口 (仮称)による防災教育の素
材 ･コンテンツの提供,防災教育支援地域フォーラム
(仮称),防災教育支援地域コンテスト (仮称)等が示
されている｡これをうけて2008年度には ｢防災教育支
援モデル地域事業｣を展開している｡学校に限らず,
全国規模,地域社会を見据えて防災教育の充実をめざ
す意欲的な取り組みである｡
本稿で明らかになった課題のうち,適切な教材の不
備や教員の研修不足は,この取り組みの中からも解決
または改善の糸口がつかめるものと期待される｡しか
し,校種を問わずもっとも多くの学校が指摘した防災
教育にかける時間の確保については,中間とりまとめ
にもまったく触れられていない ｡ 学校教育のカリキュ
ラムにおける防災教育の制度的位置づけが検討される
べきと考える｡
そして,学校における防災教育プログラムでは,内
容豊富なものだけでなく,効果的かつできるだけ時間
数の少ない実施可能なものも,学校現場から求められ
ている｡あらためてこのことを指摘し,筆者らのこれ
までの取り組み (村山 ･川村,2008等)のさらなる改
善に向けた課題としたい｡
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注
1)アンケート調査実施時点で,岩手宮城内陸地震は
まだ発生していない｡
2)理科で津波を取り上げている中学校は庄内に偏る
ことなく内陸にも比較的多く分布することから,学
校区の災害リスクに対応して取り上げられているの
ではないと考えられる｡
3)小学校で利用されている副読本はほぼ全て ｢チャ
オわたしたちの安全｣(教育出版社)である｡
4)岩手県立大学総合政策学部牛山研究室 ･岩手県大
船渡地方振興局 (2008)は,本調査とほぼ同時期に
岩手県内の小中高校対象に実施された調査結果をま
とめたものである｡学校での防災教育実施可能性を
探ることに重心を置く,他の実態調査とは一線を画
すものである｡その中で,総合的な学習の時間や特
別活動等の題材として自然災害や防災は,他の題材
と比較して,非常に重要性が高い ･やや高いは,令
計で1/3強にとどまることを明らかにした｡
5)アンケート票の末尾に,筆者らとともに防災教育
に取り組む (すなわち筆者らの防災ワークショップ
開発研究にご協力いただける)学校を募ったが,相
談に至ったのはわずか 1校であった｡しかも防災担
当の教頭先生が異動となり,2008年度山形県内の学
校での防災ワークショップは実施できなかった｡
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防災教育に関するアンケー ト
ご記入上のお願い
･ご回答は,あてはまる答の番号に○印をつけてください｡ただし,問によっては◎印をご記入していただく場合などのこと
わり書きがありますので,ご注意ください｡
･間によっては｢どちらか1つ｣｢あてはまるものすべて｣などのことわり書きがあります｡また,選択肢に該当するものがなく,
｢その他｣に○印を付けた場合は( )内に具体的にお書きください｡
･アンケートはA3表裏1枚です｡
･防災教育は,本来｢災害から自らの生命を守るために必要な能力や態度を身につけたりするための避難訓練｣や,｢防災
に関する意識の高揚や知識の向上を図るための教育｣の両方を含みますが,本アンケートでは便宜上,｢避難訓練｣と
｢それ以外の防災教育｣を分けていますoとくに前者については,県教育庁による調査と重複すると思われますが,ご容
貴校の名称をお書きください (
※以下の質問 (01)は避難訓練についてお尋ねします
回 避難訓練は年に何回行っていますか｡
次のうち当てはまるものを1つお選びください｡
1.0回
4.3回
2.1回
5.4回
01-2 何を想定した避難訓練を行っていますか｡
次のうち当てはまるものをすべてお選びください｡
1.地震
3.洪水
5.雷雨
7.不審者侵入
8.その他 (
2.津波
4.土砂崩れ
6.火災
01-3 避難訓練ではどのような内容を行っていますか｡
次の うち当てはまるものをすべてお選びください｡
1.避難誘導
3.情報伝達
5.消防署や地域等と連携
7.地震体験車体験
9.避難所支援活動
ll.その他 (
3.2回
6.5回以上
2.初期消火
4.保護者-の引渡し
6.地震についての講話
8.スモーク-ウス体験
10.応急処置の技能
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※以下の質問 (02-07)では避難訓練を除きます
匝司 貴校では教職員向けに防災教育の研修を行っていますか.
次のうちどちらか1つをお選びください｡
1.学校独自に行っている 2.行っていない
02-2 Q2で ｢行っている｣ ニ答えられた学校にお尋ねしま生し何の災害を想定した研修を行っていますか｡
次のうち当てはまるものをすべてお選びくださ
1.地震
4.土砂崩れ
7.その他 (
2.津波
5.雷雨
い｡
3.洪水
6.火災
)
画 日本体育 ･学校健康センター発行の ｢教職員のための防災事典｣についてお尋ねしますC
次のうち当てはまるものを_1__つお選びください.
1.活用している
3.配備されていない
2.学校に配備されているが活用していない
4.初めて聞いた
画 山形県教育委員会発行の ｢学校安全マニュアル (一般編 ･防災編)｣についてお尋ねします.
次のうち当てはまるものを12お選びくださいO
1.活用している
3.配備されていない
2.学校に配備されているが活用していない
4.初めて聞いた
匝司 文科省と山形県教育委員会では平成 18･19年度に ｢子どものいのちを守る｣学校安全指導者研修会を開催
しました｡貴校ではその研修会に教職員派遣などをしましたか｡ 次のうち当てはまるものをすべてお選び
ださい｡
1.平成 18年度に派遣
3.いずれも派遣していない
2.平成 19年度に派遣
4.初めて聞いた
画 貴校では,どの災害等を想定した安全 ･防災教育の教職員研修が必要だと思いますか.
次のうち当てはまるものをすべてお選びく
ください｡
1.地震
4.土砂崩れ
7.防犯
9.その他 (
2.津波
5.雷雨
8.必要ない
ださい｡また,特に必要だと思う項目を1つ選び◎印をつけて
3.洪水
6.火災
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Bj] 貴校では,教科教育や特別活動等で防災教育を行っていますか｡
次のうち当てはまるものをすべてお選びください｡
1.教科教育のなかで行っている (総合的な学習以外) (-07-2-)
2.総合的な学習で行っている (他教科と合同等も含む) (-07-4-)
3.特別活動等で行っている (教科と合同等も含む) (-07-4-)
4.行っていない (.-0716-)
Q7-2 91T_ghTrT_:!T_:T._:塵整地 と答えられた学校にお尋ねしますO_イ可の教科で行っています
か｡次のうち当てはまるものをすべてお選びく
ア.理科 (地学,.理科総合等を含む)
ウ.生活科
オ.保健体育
キ.その他 (
ださい｡
ィ.社会科 (地歴,公民等を含む)
エ.家庭科
カ.道徳
07-3 07で｢1.教 斗●青のなかで行っている と答えられた学安にお尋ねします 何の災害を対象として取
り上げていますか｡次のうち当てはまるものを選び下記の欄に07-2の回答と併せて番号を記入してく
ださい｡
1.地震
4.土砂崩れ
7.その他 (
記入例 :理科-地震,津波
2.津波
5.雷雨
3.洪水
6.火災
07-2 ア
07-4 07で｢2.総合的な学習｣,｢3.特別活動等で行っている｣と答えられた学校にお尋ねします
その時間では,どのような内容や方法で行っていますか｡
さい｡また,それにあてる合計時数を記入してください｡
1.地域の自然環境や災害の学習
3.視聴覚教材を使った指導
5.消防等の学外講師による指導
7.防災マップづくり
9.スモークハウス体験
ll.応急処置の技能
13.災害時の心の理解 ･ケア
14.その他 (
合計時間数 ( 校時)
次のうち当てはまるものをすべてお選びくだ
2.副読本を使った指導
4.模型教材を使った指導
6.まち歩き
8.地震体験車体験
10.避難所宿泊体験
12.ボランティア活動について
07-5 Q7-ー4で ｢2_.__副読本を使っ_た指導｣_ーを選択された学校にお尋ねします.その副読本は何ですか｡
書名 ･出版社等 (
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Q7-6 Q7で ｢4.行っていない｣__と答えられた学校にお尋ねします｡取り入れていない理由は何ですか.
次のうち当てはまるものをすべてお選び下さい｡
1.何の時間にやったらいいのかわからない
3.適切な教材がない
5.学校でやるべきことなのかわからない
7.災害は切迫していない
9.その他 (
※以下の質問は避難訓練も含めます
2.マニュアルがない
4.指導する分掌がない
6.時間を十分に取れない
8.防犯の方が大事である
匝司 防災教育を実施するにあたって課題だと思われる事柄は何ですか.次のうち当てはまるものをすべてお選び
ください｡また中でも特に裸題だと思う項目を1つ選び◎印をつけてください｡
1.適切な教材がない 2.防災教育の時間を十分取れない
3.指導方法がよくわからない 4.教職員間の共通理解ができていない
5.教職員の研修がない ･少ない 6.地域から協力を得るのが難しい
7.特に課題はない
8.その他 (
匝 最後に,防災教育について,またはこのアンケートについて,ご意見･ご感想等ございましたらお書きください.
また,防災に限らず安全教育について独自の取り組みをしておられたら,簡単にご紹介いただけると幸いです｡
もし差し支えなければ,本アンケー ト記入者のお名前と連絡先のご記入をお願いいたします｡
名前 ( )
電話,メイル等 ( )
質問は以上です｡ご協力ありがとうございました｡同封の返信用封筒に入れてお送りください｡
当研究チームでは,防災教育の授業実践プログラムを作成しています｡来年度授業実践にご協力いただける場合または
ご関心がある場合は,下記のうち当てはまるものに○をつけてください｡あわせて,Q9にご記入または別紙の連絡先に
直接メイル等をいただいても結構です｡内容,時間数等をはじめ,ざっくばらんにご相談させていただきたいと存じます｡
1.平成20年度防災教育実践について相談したい 2.具体的予定はないが相談してみたい
3.いずれでもない
